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  広域機関 活動状況報告（平成２８年７月～８月） 

項目 主要活動内容 

１． 理事会の活動 

① 理事会の審議 

 

・理事会を、第６９回から第７７回まで計９回開催 

（議案４３件、報告１５件審議）。 

（参考資料１ページ参照） 

② 会員への指示 

 

・平成 28年 9月 8日、中部エリアの需給状況改善のため、 

 ５会員に対して電気の融通（最大 300万ｋＷ×8時間） 

 指示を実施。（参考資料２ページ参照） 

③ 電気供給事業者への 

指導・勧告 

 

・当該期間での該当事項なし 

 

④  系統アクセス業務 

 

・ ８月３１日までの受付・回答状況は下表の通り。 

（取下げ案件については、未計上） 

平成 28年度 
受付件数 回答済件数 

4～6月 7～8月 4～6月 7～8月 

事前相談 74 62 42 64 

接続検討 20 17 23 13 

妥当性確認 0 0 2 0 

問合せ対応 42 25 42 25 
 

２．苦情処理・紛争解決業務 

  

・ ８月３１日までの受付・対応状況は下表の通り。 

平成 28年度 
受付件数 対応済件数 

4～6月 7～8月 4～6月 7～8月 

苦情・相談 32(9) 10 17(6) 14(2) 

あっせん 

調停 
 0 0  0 0 

※括弧内の数字は 27年度からの継続案件 

３． 全国及び供給区域毎の需

要に対する適正な供給力

の確保状況の評価 

 

・今夏の最大需要電力発生時の需給状況を確認。全国及び供

給区域の全てで適正な供給力を確保できていた。 

（参考資料３ページ参照） 

４． 需要者が自らに電気を供

給する事業者を変更する

際の手続きの円滑化を図

ることを目的とする業務

の実施状況 

 

・８月３１日迄のシステム利用状況は、参考資料４ページの

通り。 

・スイッチング支援に関する実務者会議を今年度４回開催

（4/21、5/19、6/16、7/21）。システム運用開始後のルール

面及びシステム面の課題を検討し、システム改良 1 件完

了、3件実施中、その他の改良を調整中。 

５． その他 

報告事項（１） 
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① 広域系統整備委員会 

 

・委員会 2回開催（7/29、8/31） 

・東京中部間連系設備に係る費用負担割合の決定、及び広

域連系系統整備計画の策定、並びに事業者への通知、公

表及び経済産業大臣への報告（6/29理事会） 

・東北東京間連系線に係る費用負担の議論（7/29、8/31） 

・東北東京間連系線に係る短工期対策を利用する電気供給

事業者の募集（7/6理事会）及び落札候補者の決定・通知

（8/24理事会） 

（参考資料５・６ページ参照） 

② 調整力及び需給バラ

ンス評価等に関する

委員会 

 

・委員会３回開催（開催日 6/28, 8/4, 9/1） 

・供給計画の第１年度（平成２８年度）を対象とした需給バ

ランス評価と猛暑時のリスク分析を行い、同年度を対象と

した広域機関による電源入札の必要性がないことを確認

した（第２～１０年度を対象とした検討は別途）。 

・一般送配電事業者が行う調整力の公募に関連し、調整力の

必要量・要件に関する議論を実施。（参考資料７ページ参

照） 

③ 情報セキュリティに 

関する取組み 

 

・スイッチング支援システムの運用細則に関する規程を新

規制定。他の重要システムも順次制定予定。 

・情報セキュリティ関連規程の改定に伴う、役職員への説明

および第 1四半期自己点検完了。 

・電力ＩＳＡＣ提案を受け、会員向け活動の計画変更を関係

各所と調整中。（参考資料８ページ参照） 

④ 地域間連系線の利用

ルール等に関する勉強会

及び検討会 

 

・８月１２日に勉強会の中間とりまとめを公表。 

・９月１日に第１回検討会を公開により開催し、我が国の連

系線利用ルールの検討を開始。 

 

 


